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1 政務調査費の概要 ･根拠法令等

(1) 政務調査費とは

政務調査費は､地方自治法第 100条第 14頂の規定により､｢者達地方公共団体は､条例

の定めるところにより､その議会の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部とL/て､政

務調査費を交付することができるO｣とされているoこれは､地方議会の活性化を因る趣旨か

ら､議員の調査活動の基盤を強化するため､平成 12年の地方自治法の一部改正により､制度

化されたO

政務調査費は､会派又は議員に交付することができるとされ､政務調査費を交付する場合に

は､交付対象､額及び交付の方法については条例で定めなければならないとされている｡

静岡市議会においても､静岡市議会政務言局査費の交付に関する条例を制定L/､これに基づき

政務調査費を交付している｡

(2) 政務調査費交付の根拠となる法律､条例等

〔地方自治法 第 100条】

第 14頂

菖通地方公共団体は､条例の定めるところにより､その議会の議員の調査研究に資す

るため必要な経費の一部として､その議会における会派又は議員に対し､政務調査費を

交付することができる｡この場合において､当該政務調査費の交付の対象､額及び交付
の方法は､条例で定めなければならないO

第 15項

前項の政務調査革の交付を受けた会派又は議員は､条例の定めるところにより､当該

政務調査費に係る収入及び支出の報告書を喜義長に提出するものとするO

【静岡市喜義会政務調査費の交付に関する条例】(以下 ｢条例｣というO) - P19参照

【静岡市議会政務調査費の交付に関する規則】(以下 ｢規則｣というO) - P22参照



2 政務 調査費執行に係る原 則等

項 目 内 容

(1)執行こ茂たって 政務調査費の執行にあたつては､次の項目に留意のうえ､会派の責任に

おいて､適切に取り扱うことが原則であるO

① 政務調査(市政に関する調査研究)が自的であること¢

② 政務調査活動の必要性があることO

の票則 ③ 政務調査活動に要した金額やその態様等に妥当性があることo

④ 支出にあたり会派の了承があること○

⑤ 支出についての説明ができるよう､書類等が整備されていることo

(2)実費充当の原則 政務調査費は､政務調査活動に実際に要した経費 (実費)について充当
することを原則とするO

また､場合により費用を按分して充当するQ

(3)政務調査費 ○政党活動経費

○選挙活動経費

○後援会活動経費

で支出ができない経費 ○私的経費

の例示 ○寄付 .贈与的経費

○宗教活動に関する繕費



3 政務調査費使途基準

政務調査費支出にあたっての使途基準は､規則第 6条別表に次のように定められている o

内 容

1研究研修費

研究会､研修会等を開催するために必要な経費又は他の団体が開

催する研究会､研修会等に参加するために必要な経費(会場費､講師
謝金､出席者負担金､茶菓子等)

2調査旅費i 調査研究活動のために必要な先進地書局査又は現地調査に要する経華(旅費､自動車借上料､ガソリン代等)

3資料作成費 言局査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費(印刷製本､原稿の作成､ゴビ-使用料､写真現像代等)

4資料購入費 2 調査研究活動のために必要な図書､資料等の購入に要する絶賛

調査研究活動､議会活動及び市の政策について住民に報告し､又

5広報費 は広報するために要する経費(広報紙､報告書印刷代､送料､会湯葉
等)

6広聴筆 住民からの市政及び会派の政策等に対する要望､意見等を吸収す
るための会議等の開催に要する経費(会場費､印刷費､茶菓子代等)

7人件費 調査研究活動を補助する職員の雇用に要する経費

8事務所費 調査研究活動のために必要な会派の事務所の管理に要する経費(事
務所の維持管理費､消耗品､備品 .事務機器等の購入費及び賃借料)

4 収支報告書及び証拠書類の公開等

政務調査費の交付を受けた会派の代表者は､条例に基づき ｢収支報告書｣を作成L/､｢証拠

書類｣とともに､議長に提出するOまた､議長は提出された ｢収支報告書及び証拠書韓｣を

公開するo

(1)証拠書類の整備

･政務調査費を支出した場合は､原則として但し書きに支出内容､数量等が明示された ｢領

収書｣を徴する｡

･領収書等を徴することが困難な場合には､内容等を明記した会派代表者名の ｢支払証明

書｣をもって領収書に替えることができるO

･口座振込手数料は､主たる内容の支出に合わせて支出することとし､利用明細票等を添

付するo

(2)収支報告書及び証拠書類の公開

議長は､各区役所 ｢市政情報コーナー｣において､前年度分の収支報告書及び証拠書類

の写しを閲覧に供するO

(3)政務調査費活動概要報告書

政務調査費の交付を受けた会派の代表者は､市民に政務調査費による活動概要を明らか

にするため､｢政務調査費活動概要報告書 (当該年度の調査研究テーマや研究会の開催等

各会派における調査研究内容 ･事業を記入し､成果物等があればこれを添付するOまた､

年度内に成果の出ないものについては､その途中経過を記載する｡)(様式第1号)｣を議

長に提出するOまた､議長は提出された収支報告書及び証拠書類とともに公開する｡

5 億品管理

備品は､｢静岡市物品管理規則｣に準じて台帳等を作成し､加除を含め適切に管理するo

また､廃棄にあたっては､社会通念上の使用可能期間等を充分に考慮する0
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6 使途の例示等

1 研 究 研 修 費

内 研究会､研修会等を開催するために必要な経費又は他の団体が開催する研究会､研修

杏 会等に参加するために必要な経費(会場費､講師謝金､出席者負担金､茶菓子代等)

支也できるちの ○講師送迎タクシー代

○食事代､茶菓子代等

○他の団体が開催する研究会､研修会等に参加し､研究会､研修会等終了後に開催され

る食事会､情報交換会等に出席する場合の会費のうち､会派の代表が認めたもの

(上限 10,000円)

蒜 ○政策立案等のためのコンサルタント委託経費

示 ○条例研究等のための顧問弁護士費用等

○研修会等への参加に伴う旅費 【

支学 ○居酒鼠 スナック等で開催される研究会､研修会への経費差 ○単なる懇親会や飲み会億 年会､新年会を含む)への経費い志 ○会議を伴わない食事代 -の轡 ∃
ZTく

○支出に際しては､報告書 (様式第1号の2)を作成し､会派代表者あてに提出する○

(報告書は連名可o旅費を伴う場合は､『2調査旅費』を参照)

(平成21年7月1日施行 平成21年6月26日各会派代表者会議決定)

○会場費を支出する場合には､会議名 (内容)､開催日時､会場名等を明示し､請求書

億 等証拠書類を添付するo

○出席者負担金を支出する場合は､通知分､パンフレット等を添付するo○旅費の扱いは､『2調査旅費ilを参照o

考 ○コンサルタント等に調査研究の委託を行う場合は､契約書の写し等の支払関係書類を添付するO○食事代､茶菓子代等の金額は､食事代 1,000円/人程度､茶菓手代 500円/人程度



2 調 査 旅 費

芸 l料軍票警告雪1% r'めに必要な先進地調査又は現棚 盃に要する経費 旅̀費､自動車借上

芸 ○自動重層上料(言周歪のためのハス､レンタ- 利屑料)
で

き ○施設入館料るちのの禁 書

○旅費は原則として静岡市職員等の旅費に関する条例等に基づき支給するO

○管内旅費

】 ･管内とは､静岡市内､大井川町を編入する前の焼津市の区域､富士市に編入され

i】備i る前の富士川町の区域､及び藤枝市に編入される前の岡部町の区域を言うO

･げ9その他経費』の ｢管内調査交通費 .通信費補助｣にて支給することができるO

(ただし､宿泊が伴う場合は､宿泊費のみの旅費計算書を作成し支出するロ)

自動車利屑の場合は実費のみ支給するO(ガゾ ｣ン代､有料道路通行料､駐車料 書

金等)

○海外視察旅費

･限度矧 ま､旅費が支給される議員の政務調査費の当該年度支給相当額の1/3と

する｡

･海外視察を行う場合は､予め ｢海外視察承認願｣及び ｢海外渡航届｣を提出し､

視察終了後に ｢報告書｣を提出するO

･海外視察承認願は､日程表を添付して会派代表者あて提出し､事前に承認を受け

る｡

･海外渡航届は､政務調査費使用と明記し､E]程表を添付して議長あてに提出する｡】2

L⊥ 竺 竺

代表者あてに提出する｡(様式第3号に準じて作成するO)



3資 料 作 成 費

内 調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費(印刷製本､原稿の作成､コピー

杏 使用料､写真現像代等)

支也で ○印刷製本費

きる ○原稿の作成料

ちのの ○写真プリント代

塑刀て〇番羽訳料

備考 ○印刷製本費を支出する場合は､名称､仕簿､部数､単価等の内容を明示し､見本とし





5広 報 費

内 調査研究活動､議会活動及び市の政策について住民に報告し､又は広報するために要

杏 する経費(広報紙､報告書印刷代､送料､会場費等)

支出 ○会派によるホームページの開設､維持軍費

できる ○広幸鮒氏発行に係る印刷製本費､送料

ちのめ例示 ○会派の議会活動報告のための会場侮上げ料及び食事代､茶菓子代等

支出 ○党の活動､議員個人の後援会活動に関する経費

できないちのの哩可て ○飲酒代 ;

備 ○会場費の扱いは『1研究研修費』を参照o○食事代､茶菓子代等の扱いは げ1研究研修費Dを参照D
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7 人 件 費

内杏 調査研究活動を補助する職員の雇用に要する経費

支 ○雇用でさる者は以下のとおりとするC
出 ①会派控室において事務に従事する者

引 霊悪霊芸害墓告芸芸琵琵議書等を補助する者
ち
の ○雇用L,た者の本給､時間外勤務手当､通勤手当､期末手当､社会保険料事業主負担金､

窟 健康診断料等

示 0社会保険労務士報酬【

支也で ○会派控室において従事L/ない者の人件費(研修会の受付等の臨時才識員を除くq)

き衣 ○生計を一にする親族の雇用に要する経費

いちのの■可て ただし､特別な理由があり､社会通念上妥当と判断される雇用形態に限り支出できる○【i

備考 ○法令の定めのあるものについては､法令を遵守するo

①労働基準法 . .Y 労働者名簿､賃金台帳 ⇒ 労働基準監醤署

②所得税法 , 所得税の源泉徴収 ⇒ 市民税課､税務署 E

ll



8 事 務 所 費

内 調査研究活動のために必要な会派の事務所の管理に要する経費(事務所の維持管理

杏 費､消耗品､備品 .事務機器等の購入費及び賃借料)

2重 ○消耗品費(文具､フイルム､コピ-用紙､茶葉等)でき 〇億品購入費(パソコン､プリンタ､ファックス等､会派控室内に常備するものに限るO)
る

喜 讐 ㌍ 慧 三豊 誌 L=E諾 芦のリース料､会派控室内で鯛 するもので､
例
示 ○事務所通信革(電話料､テレビ受信料､ケープ)L/テレビ使用料等)

支

学 ○議員個人の事務所の書娼 ､維持費等

ほ ぎ
例
玩
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9 そ の 他 の 経 費

内杏 前記 (使途基準の 1-8)以外の経費で露層査研究活動のために必要な経費

支 ○管内調査交通費 .通信費補助
也 静岡市内､大井川町を編入する前の焼津市の区域､富士市に編入される前の富士川町

できる の区域､及び藤枝市に編入される前の岡部町の区域における政務調査にかかる交通費(ガソリン代､駐車場代､バス代､タクシー代､運転代行代等)及び通信費 (連絡用

ちのの例 電話料､調査用インターネット接続経費等)
○送料(切手､はがき等)

示 ○名刺代 目星L/年間200校/人まで)

支也できないちのの塑プJミ

○管内調査交通費 .通信費補助は､月額30,000円/人を上限とし､支給の根拠と

なる領収書 (会派名､個人名問わず)を会派で保管する○

備 ○管内調査交通費 .通信費補助計算書 (様式第4号)を作成し､会派代表者あてに提出
考 するO

(平成21年7月1日施行 平成21年6月26E〕各会派代表者会議決定)
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9 様式

様式第1号

政 務 調 査 費 活 動 概 要 報 告 書

(あて先)静岡市議会議長

会派名

代表者名

別紙のとおり 年度政務調査費活動概要報告書を提出します｡

事 業 名ら

卜仰 目 白勺

調査研究の異体的

な成果又は市政へ

の反映の状況

年 月 E3

(注)

1 この別紙は､政務調査華に係る言局査研究の事業ことに作成すること0

2 この様式により難い場合は､事業名､目的､内容及び調査研究の異体的な成果又は市政

への反映の状況の事項を記載した別の様式によることができるO
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様式第1号の2

会派代表者 様

報 告 書

(調査事 項 ･調査結 果を異体釣に)

6
成果･市政へ
の反映等

｣

(注)

1 この別紙は､参加した会ごとに作成すること.

2 連名により作成することも可能｡

3 この様式により難い場合は､別の様式によることができる｡

15

No 月-

年 月 日



様式第2号 (国内用)
No 月-

報 告 書

年 月 日

会派代表者 様

議員名

下記のとお｡､警 局査堅 昼 壁 空室魁 をQ払 三 選墨避 -- ～ --｢1日時

2 視 察 先

3 日 的

成果 ･市政へ
の反映等

都 市 名 …

≡(1) 視 察 先
施 設 等

:.(2) 対 応 者

仙 ー J

(調査事項 .ぎ局査結果を具体的に)

(注)

1 この別紙は､視察先ごとに作成すること0

2 連名により作成することも可能0

3 この様式により難い場合は､別の様式によることができるO
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様式第3号 (海外用)

会派代表者 様

報 告 書

1 日 時

国･都市名
(1) 視 察 先

施 設 等

2 視 察 先 ｢ wnー【

:(2) 対 柘 者

儲査事項･調査結果を具体的に)

1 この別紙は､視察先ごとに作成すること｡

2 各々作成すること0

3 この様式により難い場合は､別の様式によることができるO

17
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様式第4号

会派代表者 様

管内調査交通費､通信費補助計算表

≪但し､平成 年 月分≫

No 月-

年 月 日

区 分 領 収 書 計 内政務調査費活動分 r｢ ㌃ 一首｢

i 1 ｢嘉ソリン代

2 タクシー代

3 庫 云代行代

∃4 ハス､電車代

5 駐車場代 叫 L

6 携帯電話代 ∃

7 自宅電話 .FAX代

8 自宅インターネット代

9 ≡

10 ∃

(注) この様式により難い場合は､別の様式によることができる｡
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静岡市議会政務調査費の交付に関する条例

平成15年4月 1日

条 例 第 12号

(趣旨)

第 1条 この条例は､地方自治法 (昭和22年法律第67号)第100条第14項及び第15項の規定に基づ

き､静岡市議会 (以下 ｢市議会｣というO)の議員の調査研究に資するため必要な経費の一部と

して､市議会における会派 (所属議員が1人の場合を含むO以下 ｢会派｣という｡)に対 し政務調

査費を交付することに関し必要な事項を定めるものとするO

(平成20条例64･一部改正)

(政務調査費の交付対象)

第2条 政務調査費は､会派に対して交付する｡

(政務調査費の額)

第3条 政務調査費は月額とし､その嶺は､25万円に会派の所属議員の員数を乗じて得た額とす

るO

2 前項に規定する会派の所属議員の員数は､次条の規定により交付することとなる月の初日に

おける員数とするOこの場合において､同日に辞職､失職､除名若しくは死亡又は所属する会

派からの脱会があったときは､これらの事由に該当する者は､当該員数に含まないものとするO

(平成17条例39･一部改正)

(政務調査費の交付の方法)

第4粂 政務調査費は､四半期 (4月から6月まで､7月から9月まで､10月から12月まで及び

翌年 1月から3月までの各区分による期間をいう｡以下同じB)ごとに当該四半期に寓する月分

を当該四半期の最初の月に交付するOただし､会派が新たに結成された場合は､当該会派が結

成された目の属する月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当月)に､当該翌月 (その日が月

の初日の場合は,当月)以後の月分を交付する｡

(所属議員の異動等に伴う調整)

第5条 政務調査費の交付を受けた会派が､-四半期の途中においてその所属議員の員数に異動

を生じた場合は､異動を生じた日の属する月の翌月 (その日が月の初日の場合は､当月)以後の

月分について､当該翌月(その日が月の初日の場合は､当月)の末日までに､当該翌月 (その日

が月の初日の場合は､当月)の初日の員数に基づいて算定した額が既に交付した政務調査費の

額を上回るときは､差額を追加して交付し､下回るときは､差額を返還させるものとする｡

(平成17条例39･一部改正)

(一般選挙後に新たに会派を結成した場合の特例)

第6条 一般選挙が行われたため新たに会派を結成した場合は､第4条ただし書の規定にかかわ

らず､新たに会派が結成された日の展する月分から､当該会派に政務調査費を交付するO

2 前項の規定により交付することとなる政務調査費に係る所属議員の員数は､第3粂第 2項の

規定にかかわらず､当該結成された日における員数とする｡
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(平成17条例39.一部改正)

(使途基準)

第 7条 会派は､政務調査費を市規則で定める使途基準に従って使用するものとするO

(経理責任者)

第 8条 会派は､政務調査費に関する経理責任者を置くものとし､所属議員のうちから選任しな

ければならないC

2 経葦翌責任者は､金銭の出納その他の事務を所掌するD

(収支報告書等の提出等)

第9条 政務調査費の交付を受けた会派の代表者は､政務調査費に係る収入及び支出の報告書(以

下 ｢収支報告書｣というO)を作成し､当該収支報告書に係る金銭の支払に関する証拠書類 (以

下 ｢証拠書類｣というO)とともに議長に提出しなければならない｡

2 収支報告書及び証拠書類 (以下 ｢収支報告書等｣という.)は､前年度の交付に係る政務調査

費について､篠年4月30日までに提出しなければならない0

3 政務調査費の交付を受けた会派が解散したときは､前項の規定にかかわらず､当該会派の代

表者であった者は､解散した日から30日以内に収支報告書等を提出しなければならない｡

4 政務調査費について剰余金が生じた場合は､会派は､収支報告書等の提出と同時に当該剰余

金を市長に返還しなければならない｡

川又支報告書等の保存及び閲覧)

第10粂 議長は､前条第 1項の規定により提出された収支報告書等を提出期限の日から起算して

10年を経過する日まで保存しなければならない0

2 何人も､議長に対し､収支報告書等の閲覧を請求することができるOただし､議長が収支報

告書等を閲覧に供するために整理を要すると認めるときは､議長は､市規則で定める期間を限

度として､当該収支報告書等の全部又は一部の閲覧を制限することができる｡

3 議長は､前項の規定による閲覧の実施に当たっては､静岡市情報公開条例 (平成15年静岡市

条例第4号)の規定に準じて公開又は非公開の取扱いをするものとするO

(委任)

第11条 この条例に定めるもののはか､政務調査費の交付に関し必要な事項は､市規則で定めるC

附 則

(施行期 日)

1 この条例は､平成15年4月1日から施行するo

(経過措置)

2 この条例の施行の日 (次項において ｢施行日｣というC)の前日までに､合併前の静岡市議会

政務調査費の交付に関する条例 (平成13年静岡市条例第28号)又は清水市議会政務調査費の交

付に関する条例 (成13年清水市条例第23号｡次項においてこれらを ｢合併前の条例｣というO)

の規定によりなされた処分､手続その他の行為は､それぞれこの条例の相当規定によりなされ

たものとみなすO

3 前項の規定にかかわらず､施行日の前日までに､合併前の条例の規定により交付された政務

調査費に係る収入及び支出の報告書等の提出及び保存については､なお合併前の条例の例によ

るO

附 則 (平成17年3月15日条例第61号)
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この条例は､平成17年4月1日から施行するO

附 則 (平成18年 3月24日条例第39号)

この条例は､平成18年4月1日から施行するC

附 則 (平成20年9月12日条例第 64号)

この条例は､公布の日から施行する｡
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静岡市議会政務調査費の交付に関する規則

平成 15年4月1日

規 則 第 日)早

(趣旨)

第 1条 この規則は､静間市議会政務調査費の交付に関する条例 (平成 15年静岡市条例第 12

号｡以下 ｢条例｣という｡)に基づき交付される政務調査費に関し必要な事項を定めるものと

する｡

(交付の申請等)

第 2条 政務調査費の交付を受けようとする会派の代表者は､毎年度市長が定める日までに(節

たに会派が結成されたときは､その都度)政務調査費交付申請書 (様式第 1号)を議長を産

由して市長に提出しなければならない0

2 会派の代表者は､前項の規定により申請した事項に変更が生じたときは､速やかに政務調

査費交付変更申請書 (様式第2号)を議長を碇由して市長に提出しなければならない｡

3 会派が解散したときは､当該会派の代表者であった者は､速やかに会派解散届 (様式第3

号)を議長を経由して市長に提出しなければならない｡

(交付の決定)

第3条 市長は､前条の規定による交付申請 (変更の申請を含む｡)があったときは､当該申請

内容を審査し､適当と認めるときは､交付額を決定し､政務調査費交付決定通知書 (様武第

4号)を議長を経由して当該会派の代表者に送付するものとするO

(交付の請求)

第4条 会派の代表者は､条例第4条の規定により交付することとなる月の5日 (第5条及び

第6条の規定に基づき交付する場合においては､市長が別に定める日)までに当該四半期に

属する月分の政務調査費に係る請求書を議長を凝由して市長に提出するものとする｡

(平成 17年規則 137･一部改正)

(政務調査費の交付)

第5条 市長は､前条の規定による政務調査費の交付請求があったときは､速やかにこれを交

付するものとする｡

(使途の基準)

第6粂 条例第7条に規定する政務調査費の使途基準は､別表に定めるところによる｡

(収支報告書)

第7条 条例第9条第 1項に規定する政務調査費の収支報告書は､政務調査費収支報告書 (樵

式第 5号)とするO

(収支報告書の写しの送付)

第 8条 議長は､条例第9条第 1項の規定により前条の収支報告書が議長に提出されたときは,

I.:':



当該報告書の写しを市長に送付するものとする.

(経理)

第9条 政務調査費は､次に掲げる方法により縫理しなければならないO

(1)支出決定は､会派の代表者が行うことO

(2)出納は､経理責任者が会派の代表者が発行する収入支出伝票により行うことO

(3)支出に当たっては､徴収書を徴することOただし､やむを得ない理由により領収書の徴

収ができないものについては､会派の代表者が発行する支払証明書をもって代えることが

できるO

(4)経理責任者は､政務調査費専用の預金口座及び会計帳簿を備えること｡

(会計帳簿等の整理)

第 10条 経理責任者は､政務調査費の収入及び支出について会計帳簿を作成するとともに､証

拠書類を整理しておかなければならないO

(収支報告書等の整理期間)

第 11条 条例第 10粂第2項ただし書の市規則で定める期間は､収支報告書等の提出期限の日

の翌日から起算して 14日を経過した日までとする｡

(雑則)

第 12条 この規則に定めるもののはか､政務調査費の交付に閑し必要な事項は､市長が別に定

めるO

附 則

(施行期日)

1 この規則は､平成 15年4月1日から施行するo

(経過措置)

2 この規則の施行の日 (次項において ｢施行日｣という.)の前日までに､合併前の静岡市議

会政務調査費の交付に関する規則 (平成 13年静岡市規則第 16号)又は清水市議会政務調査

費の交付に関する規程 (平成 13年清水市議会規程第2号o次項において､これらを ｢合併前

の規則等｣というO)の漠定によりなされた手続その他の行鄭 ま､それぞれこの規則の相当撹

定によりなされたものとみなすD

3 施行日の前日までに､合併前の静岡市議会政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年静岡

市条例第 28号)又は清水市議会政務調査費の交付に関する条例 (平成 13年清水市条例第 23

号)の規定により交付された政務調査費に係る収入及び支出の報告書等については､なお合

併前の規則等の例による｡

附 則 (平成 i7年3月 22日規則第22号)

この規則は､平成 17年4月1日から施行するO

附 則 (平成 17年3月24日規則第 137号)

この規則は､平成 18年4月 1日から施行する｡
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別表 (第7条関係)

政務調査費使途基準

項目

1 研究研修費

2 調査旅費

3 資料作成費

4 資料購入費

5 広報費

6 広聴費

7 人件費

8 事務所費

9 その他の経費

内容

研究会､研修会等を開催するために必要な経費又は他の団体が開催す

る研究会､研修会等に参加するために必要な経費 (会場費､講師謝金､

出席者負担金､茶菓子等)

調査研究活動のために必要な先進地調査又は現地調査に要する経費(派

費､自動車借上料､ガソリン代等)

調査研究活動のために必要な資料の作成に要する経費 (印刷製本､原

稿の作成､コピー使用料､写真現像代等)

調査研究括動のために必要な図書､選科等の購入に要する経費

調査研究情動､議会活動及び市の政策について住民に報告し､又は広

報するために要する経費 (広報粧､報告書印刷代､送料､会場費等)

住民からの市政及び会派の政策等に対する要望､意見等を吸収するた

めの会議等の開催に要する経費 (会場費､印刷費､茶菓子代等)

調査研究活動を補助する職員の雇用に要する経費

調査研究活動のために必要な会派の事務所の管理に要する経費 (事務

所の維持管理費､消耗品､備品 ･事務機器等の購入費及び賃借料)

上記以外の経費で調査研究油勤のために必要な経費
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様式第 1号 (第2条関係)

政 務 調 査 費 交 付 申 請 書

年 月 日

(あて先)静岡市長

(静岡市言義会議長経由)

会 派 名

代 表 者 名 ㊥

静岡市議会政務調査費の交付に関する規則第2条第 1項の規定により､次のとおり申

請しますo

1 会 派 の 名 称

2 会派結成年月日

3 代 表 著 名

4 経理 責任著名

5 所 属 議 員 数 (名簿別紙) 人

6 交 付 申 請 額 (年額)
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様式第 2号 (第2粂関係)

政 務 調 査 費 交 付 変 更 申 請 書

年 月 日

(あて先)静岡市長

(静岡市議会議長経由)

会 派 名

代 表 者 名 ⑳

静岡市議会政務調査費の交付に関する規則第2条第 2項の規定により､次のとおり申

請しますC

1 異動内容

区 分
会 派 の 名 称

代 表 音 名

経 理 責 任 音 名

交付申請額

･_II-



様式第 3号 (第2条関係)

会 派 解 散 届

年 月 日

(あて先)静岡市長

(静岡市議会議長経由)

会 派 名

代 表 著 名 ⑳

静岡市議会政務調査費の交付に関する規則第 2条第 3項の規定により､次のとおり届

け出ますO

1 解散会派の名称

2 会派の解散年月日
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様式第4号 (第 3条関係)

政 務 調 査 費 交 付 決 定 通 知 書

Ll:: 弓.

年 月 日

静岡市長 氏 名 観

会派代表者

tt-I

(静岡市議会議長経由)

年 月 日付けで申請のあった 年度政務調査費交付金については､次の

とおり交付決定したので､静岡市議会政務調査費の交付に関する規則第 3条の規定によ

り通知しますO

1 年度政務調査費交付決定額 (年額)

:ト



様式第 5号 (第7条関係)

(1枚目)

年度政務調査費収支報告書

年 月 日

(あて先)静岡市議会議長

会 派 名

代 表 著 名 ⑳

静岡市議会政務調査費の交付に関する規則第7条の規定に基づき､別紙のとおり 年

度政務調査費収支報告書を提出しますO

(注) 金銭の支払に関する証拠書類を添付すること｡
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(2枚目)

年度政務調査費収支報告書

( 年 月 日～ 年 月 日)

会 派 名

科 目 金 額

3資 料 作 成 費 ≧ 円⊆ -｣

4資 料 購 入 費 円
5広 報 費 ≡ 円

6広 聴 費 円

Lî 件 費 円

8事 務 所 費 円

9そ の 他 の 経 費 円

支 出 合 計
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(3枚目)

政 務 調 査 費 収 支 報 告 科 目 別 内 訳

会 派 名

(単位 :円)

科 目 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月

1 研究研修費

2 調査旅費

3 資料作成費

4 資料購入費

5 広 報 費

6 広 聴 費

7 人 件 費 ∃ :

8 事 務 諸 費i

9 その他の経費I

合 計 巨

累 計

10 月 11 月 12 月 1 月 2 月 3 月 恒 計

i

∃

≡

i

～

千 i

ら
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